中小企業等経営強化法に係る固定資産税の特例（概要）
行方市では、一定の要件を満たした「先端設備等導入計画」に基づき取得した設備について、固定資産税の課税標準額の特例措置があります。
固定資産税に係る特例措置の適用要件について
（1）対象者
・資本金もしくは出資金の額が１億円以下の法人
・資本金もしくは出資金を有しない法人のうち、常時使用する従業員数が1,000人以下の法人
・常時使用する従業員数が1,000人以下の個人
■　次の法人は、たとえ資本金が1億円以下でも対象とはなりません。
① 同一の大規模法人（資本金もしくは出資金の額が1億円超の法人又は資本金もしくは出資金を有しない法人のうち常時使用する従業員数が1,000人超の法人）から2分の1以上の出資を受ける法人
② 2つ以上の大規模法人から3分の2以上の出資を受ける法人
（２）設備取得期間　※先端設備導入計画の認定後に取得することが必須です。
　・機械装置，工具（測定工具及び検査工具），器具備品，建築附属設備（償却資産に該当する
もの）…令和５年４月１日から令和７年３月３１日までに取得したもの
（３）対象設備
対象者が、行方市の認定を受けた計画に従って取得した、生産性向上に資する指標が旧モデル比で年平均１％以上向上する下記の設備
	設備の種類
	取得価額

	機械措置
	１６０万円以上

	工具
	 ３０万円以上

	器具備品
	 ３０万円以上

	建物附属設備　※1
	 ６０万円以上


※1　償却資産として課税されるものに限る
■ その他要件
中古資産でないもの（最新モデルである必要はありません。）
（４）特例措置
固定資産税の課税標準を、3年間に限り1/2に軽減。
さらに、賃上げ方針を計画内に位置付けて従業員に表明した場合は、以下の期間に限り課税
標準を1/3に軽減。
・令和6年3月31日までに取得した設備：5年間
・令和7年3月31日までに取得した設備：4年間
（5）必要書類
先端設備等に係る固定資産税課税標準の特例適用申告書
・償却資産申告書・種類別明細書（提出用）
・先端設備等導入計画認定書（写）
・先端設備等導入計画に係る認定申請書（写）
・中小企業等経営強化法の経営力向上設備等及び先端設備等に係る生産性向上要件証明書（写）
・中小企業等経営強化法に係る固定資産税の課税標準の特例チェックシート
※賃上げ方針を表明した場合は、表明したことがわかるもの
※見取り図・設置写真（先端設備の設置箇所がわかるもの）
■ リース会社が特例の届出をする場合、上記書類に加え、下記書類が必要です。
・リース契約見積書またはリース契約書（写）
・固定資産税軽減額計算書（写）（公益社団法人リース事業協会発行）
【　特記事項　】
・「償却資産申告書」の『11　課税標準の特例』の『有』に〇をつけてください。
・特例対象となる「種類別明細書」の摘要欄に、「特例」と記入してください。
・先端設備等導入計画については、行方市役所 商工観光（TEL：0291-35-2111）へお問い合わせ
ください。
